
重点項目Ⅰ：官民連携の推進

これまでの実績と今後の予定

（１） コンセッション事業等をはじめとする多様なPPP/PFIの促進

1

平成29年度 平成30年度
平成31年度
（令和元年度）

令和2年度 令和3年度

◇ トップセールス、地方公共団体担当者説明会等、継
続的な取組によるコンセッション方式等への官民の理
解促進 【普及啓発】

◎コンセッション事業継続が困難になった場合の対応
策の整理（第三者履行代行のあり方の検討や履行保
証保険の活用の検討等） 【制度構築】

◎PPP/PFI検討会民間セクター分科会における議論等
を通じ、企業が安心して参入できるためのリスク分担
や地方公共団体の関与のあり方の整理 【制度構築】

◎広域的な官民連携を促進する仕組みの整理 【制度
構築】

管路包括を実施している民間企業へ、保険制
度等のニーズに関するヒアリングを実施 する
とともに、日本下水道協会、日本下水道管路管
理業協会等の既存の保険制度について整理し
た上で、「下水道コンセッションガイドライン」を
改正、公表（H31.3月）（資料４ p8⑤）

PPP/PFI検討会民間セクター分科会を実
施し、企業側から寄せられたコンセッション
参画にあたっての課題（物価変動、リスク分
担あり方など）について意見交換した上で、
「下水道コンセッションガイドライン」を改正、
公表（H31.3月）（資料４ p8⑤）

・PPP/PFI検討会を実施
・PPP/PFI検討会民間セクター分科会を実施
・下水道キャラバンを実施
・トップセールスをのべ100団体に対し実施
・下水道の官民連携相談窓口（げすいの窓口）
によるよろず相談受付

（必要に応じて継続）PPP/PFI検討会、PPP/PFI検討
会民間セクター分科会、下水道
キャラバン、トップセールス、げ
すいの窓口、PPP/PFIに係る質
問及び回答の共有を実施
（資料４ p8①、②、③）

（必要に応じて継続）

「下水道コンセッション
ガイドライン」を改正、
公表（H31.3月）
（資料４ p8⑤）

広域的なコンセッション等のPPP/PFIを検討するモデル都市の
案件形成段階の調査・検討を支援（資料４ p8①、③）

（必要に応じて見直し）

◎：直ちに着手する新規施策
○：逐次着手する新規施策
◇：強化・推進すべき継続施策

各施策については、目的・手段等を考慮し、以下のとおり分類
【制度構築】、【事業実施】、【基準化】、【場の創出】、【好事例の水平展開】、
【普及啓発】、【技術開発・実証】、【その他】
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重点項目Ⅰ：官民連携の推進

これまでの実績と今後の予定

（１） コンセッション事業等をはじめとする多様なPPP/PFIの促進

2

平成29年度 平成30年度
平成31年度
（令和元年度）

令和2年度 令和3年度

◎上下水道一体型など他インフラと連携した官民連携
を促進する仕組みの整理 【制度構築】

○独自でモニタリングを行うことが困難な地方公共団体
への支援手法の整理 【その他】

◇コンセッション事業に取り組む地方公共団体への技
術的・財政的支援 【事業実施】

○国庫補助金を充当するコンセッション事業において、
契約の妥当性、契約手続の合規性を担保するために
必要な仕組みの整理・周知。
先行案件の取組を踏まえ、標準仕様書、設計指針等
について運営権者の創意工夫が反映できるよう整理
【制度構築】

（必要に応じて見直し）
「下水道コンセッション
ガイドライン」を改正、
公表（H31.3月）
（資料４ p8⑤）

他事業との一体的なコンセッション等の
PPP/PFIを検討するモデル都市の案件

（必要に応じて継続）他事業との一体的なコンセッ
ション等のPPP/PFIを検討す
るモデル都市の支援を継続
実施（資料４ p8①、③）

「下水道コンセッション
ガイドライン」を改正、
公表（H31.3月）
（資料４ p8⑤）

「下水道コンセッション
ガイドライン」を改正、
公表（H31.3月）
（資料４ p8⑤）

（必要に応じて見直し）

（必要に応じて見直し）

コンセッション導入を検討するモデル都市の案
件形成段階の調査・検討やコンセッション導
入に向けて具体的な検討を行っている地方公
共団体の案件形成を支援

コンセッション導入を検討する
モデル都市やコンセッションの
案件形成に取り組む地方公共
団体に対する支援を継続実施
（資料４ p8①、③）

（必要に応じて継続）

「下水道コンセッション
ガイドライン」を改正、
公表（H31.3月）
（資料４ p8⑤）

（必要に応じて見直し）



重点項目Ⅱ：下水道の活用による付加価値向上

（１） 住民の生活利便性の向上

3

これまでの実績と今後の予定

平成29年度 平成30年度
平成31年度
（令和元年度）

令和2年度 令和3年度

○高齢化社会等への対応としてのディスポー
ザーの活用及び下水道へのオムツ受入れ可
能性の検討【技術開発・実証、制度構築】

◎下水水質情報等を活用した感染症流行の早
期感知と情報発信に向けて、衛生・医療部局
等関係機関の役割分担や情報提供の内容・
ツール等の検討及び社会実験の実施【技術開
発・実証】

○光ファイバーケーブル等に加え、電線地中化
対応の実現可能性検討等、地域のニーズに合
わせたさらなる下水管渠利用の促進【制度構
築、技術開発・実証】

（１） 住民の生活利便性の向上

【補足】下水道への紙オムツ受入方式
固形物分離（Ａ）タイプ：紙オムツから汚物を分離～汚物は下水道
へ流し、紙オムツはゴミとして回収する方式
破砕・回収（Ｂ）タイプ：紙オムツを破砕して流下～紙オムツは分
離･回収装置で回収、汚物は下水道に流す方式
破砕・受入（Ｃ）タイプ紙オムツを破砕して流下～汚物、紙オムツと
もに下水道に流す方式

・「下水道への紙オムツ受
入実現に向けた検討会」
の立ち上げ

・「下水道への紙オムツ受
入実現に向けたロードマッ
プ」策定、公表

電線地中化の検討会実施

・H29～30下水道応用研究において検討実施
下水中のウイルス分析
情報発信システムの構築、試験運用
医療部局との連携による注意喚起、感染予防情報の発信

破砕・受入（Ｃ）タイプのガイドライン作成に向けた検討
（資料４ p9⑤）

・固形物分離（Ａ）タイプのガ
イドライン策定、公表

・住宅局事業における実証
試験に対する助言等実施。
（Ａタイプ）パナソニック
名古屋市において短期実証
運転の実施
（Ｂタイプ）LIXIL
現場実証に使用する試験機
の製作

破砕・回収（Ｂ）タイプ
のうち、破砕回収一体
型に関するガイドライ
ン策定、公表
（資料４ p9⑤）

実証試験結果等を踏
まえて固形物分離（Ａ）
タイプのガイドラインを
フォローアップ
（資料４ p9⑤）

性能確保等の制度検討
（資料４ p9⑤）

破砕・回収（Ｂ）タイプの
ガイドライン策定、公表
（資料４ p9⑤）

マンホール基地局の検討実施 管渠内空間の利用に加え、下水処理場の
余剰地や、人口減少に伴う既存ストックの
余裕能力等の活用方法の検討

地域バイオマス受入の一手法としてディスポーザーの活用を検討
（ 「下水道エネルギー拠点化コンシェルジュ」による個別案件形成）
（資料４ p9⑤）

下水道水質情報の活用に関
するニーズ・シーズ調査

R1検討をふまえ、社会実装に向け
た実現可能性調査等を実施

H30に引き続き仙台市処理
場でノロウイルス分析を実施



重点項目Ⅱ：下水道の活用による付加価値向上

（２） 資源・エネルギー利用の促進

4

これまでの実績と今後の予定 平成29年度 平成30年度
平成31年度
（令和元年度）

令和2年度 令和3年度

◎PPP/PFIの活用や地域バイオマス受入れ等
による広域的・効率的な汚泥利用（下水処理
場の地域バイオマスステーション化）等、地域
における最適化への重点的支援【事業実施】

◎各下水処理場の処理方式や汚泥性状、地域
特性に応じた汚泥利用による付加価値の最大
化を図るための知見の整理【好事例の水平展
開】

◇下水道施設の改築・更新に合わせた最適な
資源利用施設の導入支援【事業実施】

○BISTRO下水道の優良取組みや効果等の発
信、メディエーター（仲介役）を介した農業関係
者と下水道事業者の連携促進【場の創出、好
事例の水平展開】

◇下水道資源（再生水、汚泥、熱、二酸化炭素
等）を有効利用して作られた食材の愛称である
『じゅんかん育ち』のPR等を通じた下水道由来
肥料等の利用促進【場の創出、好事例の水平
展開】

◎下水道技術ビジョンを踏まえた省エネ・創エネ
技術、資源利用技術の基礎研究レベルから実
用化段階までの技術開発、普及展開・導入促
進及び、そのための検討体制強化【技術開発・
実証、場の創出、その他】

◇管渠更新や熱需要者に合わせた熱交換器整
備による下水熱利用の案件形成支援【事業実
施】

◇人口10万人以上の渇水確率 1/10以上の都
市において、渇水時等の緊急的な利用のため
の再生水供給施設等の整備の促進【事業実
施、好事例の水平展開】

（２） 資源・エネルギー利用の促進

・アドバイザー制度による地域バイオマス受入の個別案
件形成、環境部局や農政部局等との意見交換の場の創
出（「下水道エネルギー拠点化コンシェルジュ」）
（資料４ p9②）
・農水省等と連携した食品廃棄物の受入検討
（資料４ p9②）

・「下水汚泥広域利活用検
討マニュアル」の策定、公表
（資料４ p9①）
・地域バイオマスの利活用
事例パンフレットの作成
・地域バイオマス受入に向け
たアドバイザー制度創設
（資料４ p9②）

・「下水汚泥エネルギー
化技術ガイドライン」の
改定
・「下水汚泥のエネル
ギー化導入簡易検討
ツール」の開発、公表

「下水道エネルギー・イノベーション推進事業」よる支援（継続）「下水道エネルギー・イノ
ベーション推進事業」創設

・『じゅんかん育ち』のブラン
ド化、下水道展でのPR

JA全中や農業技術通信社
のキーマンをメディエーター
と位置付け、農業関係者と
下水道事業者の意見交換
実施（資料４ p9③）

・大規模農家、小規模農家における肥料利
用促進策の検討
・JA全中や農業技術通信社を活用した農業
関係事業者との連携強化（資料４ p9③）
・肥料取締制度の動向調査

・合理的経営手法の大規模
農家（ビジネスファーマー）、
及びJA活用型の小規模農
家の実態に応じた汚泥肥料
の利用拡大策の検討着手
（資料４ p9③）

・全国実態調査を実施、結
果を事例集として公表
・ビストロ下水道戦略チー
ム会合による好事例共有

・下水熱を活用した道路融雪技術の実証、ガイドライン作成（H30～B-DASH）
・住宅局と連携した建築物省エネに向けた下水熱ガイドラインの策定
・民間事業者や下水道以外の部局へのPR実施

・下水熱アドバイザーの派遣（対地方公共団体）
・建築物の省エネに向け、住宅局と連携した「省エネ基
準検討委員会下水熱利用ＴＧ」に参画

アドバイザー制度による支援
結果を踏まえた各種マニュア
ルの改定

地産地消エネルギー技術の実証（唐津市）、消化と炭化を核とした地域内循環システムの研究（FS）

中規模、小規模処理場向けメタン発酵技術の実証（富士市、長岡市）（資料４ p15②）

・高付加価値化に向けた汚泥炭化システムの研究（FS）
・過年度実証済みB-DASH技術のガイドラインフォローアップ実施（資料４ p15①）

・渇水を想定した下水再生水の
活用推進を要請する通知等の
発出
・再生水利用可能性調査

再生水導入に関する技術
資料作成

H30利用可能性調査のFU渇水時における下水再
生水利用例集公表

技術資料の活用による再生
水利用の推進



重点項目Ⅲ：汚水処理システムの最適化

これまでの実績と今後の予定

（１）役割分担の最適化

5

平成29年度 平成30年度
平成31年度
（令和元年度）

令和2年度 令和3年度

◇下水道、集落排水、浄化槽の役割分担を定
めた「都道府県構想」の定期的な見直しの促
進、構想に基づく汚水処理の10年概成の推進
支援
【事業実施】

都道府県構想を43都府県において見直し済 進捗管理表・グラフに基づくフォローアップ、地方公共団体に
よる定期的な構想見直しを促進

概成に向けた都道府県ご
との進捗管理表・グラフを
作成し、年度ごとの進捗管
理を徹底（資料４ p10①）

小規模下水処理場を対象とし
た、改築更新時のダウンサイジ
ング等の検討事例集を作成
（資料４ p10②）

全ての都道府県において
構想見直し完了

ＤＢ方式による面整備など先進事例を盛り込む形で、
「下水道未普及早期解消のための事業推進マニュ
アル（案）」を改訂し、説明会を開催

下水道未普及解消好事
例集を策定

人口減少等を踏まえた下水道計画の点検



重点項目Ⅲ：汚水処理システムの最適化

これまでの実績と今後の予定

（２） 施設規模・執行体制の最適化（広域化・共同化）

6

平成29年度 平成30年度
平成31年度
（令和元年度）

令和2年度 令和3年度

◎広域化目標の設定、計画的に広域化が推進
されるための重点支援の実施
【制度構築】

◎汚水処理事業のリノベーション※の推進 【制
度構築】

◎四次元流総の策定促進に向けて、策定プロセ
スの簡素化等により機動性の高い流総計画制
度の運用を図るとともに、広域化等の促進に
資する流総計画制度について具体案を提示
【制度構築】

※処理場の集約・再編にあわせて、地域のエネルギー供給拠
点化等の推進、ICT等による汚水処理産業の活性化、生産
性向上等を推進する

・モデル県において政令市・中
核市、JS等による補完体制、維
持管理の共同化等について検
討し、マニュアルに反映
・長期収支の見通し等に基づく
広域化・共同化の評価方法を検
討 （資料４ p10③）

令和4年度までの計画策定に向けて、検討・
策定状況についてフォローアップ

・H34年度末までの広域化・共同化の目標
を設定
・H34年度までの広域化・共同化計画策定、
H30年度中の体制構築を要請及びこれら
を交付金の交付要件化

広域化・共同化計画策定マ
ニュアルを策定

流総計画に必要不可欠な
要素、他計画との役割分担
について論点整理

流総計画の見直しについて
地方整備局および都道府県
と意見交換

概成時代における流総計画
制度の具体的検討

流総指針等の改定

登録された「下水道リノベーション計画」に対する支援）（資料４ p9④）

計画の募集

・「下水道リノベーション計
画」登録制度の創設
（資料４ p9④）
・令和元年度に実施するICT
活用等による実証実験の
テーマを選定

計画の募集 計画の募集

・ドローンを活用した下水
処理場の運転管理支援
・ＩＣＴを活用した処理場の
運転状況に関するデータ
管理と運転管理等

実証実験のテーマの検討、実証実験の結果等を踏まえ、
普及・展開のためのガイドラインを作成

ICT活用等による実証実
験（テーマ未定）の実施



重点項目Ⅲ：汚水処理システムの最適化

（２） 施設規模・執行体制の最適化（広域化・共同化）

7

平成29年度 平成30年度
平成31年度
（令和元年度）

令和2年度 令和3年度

◇地域バイオマス受入れ等による広域的・効率
的な汚泥利用への重点的な支援
【事業実施】

◇下水処理場等、施設の統廃合の推進支援
【事業実施】

◎下水処理場等、複数施設の集中管理、遠隔
制御等を行うためのICTの活用促進（例：デー
タ項目等の仕様の共通化）
【基準化、事業実施】

◇複数市町村による点検調査・工事・維持管理
業務の一括発注の推進支援
【事業実施】

◎コンセッション等PPP/PFIを活用した広域連携
推進のための仕組みの整理
【制度構築】 （再掲）

下水道広域化推進総合事業
を創設

広域化・共同化事例集の策定、公表（～H30）

広域化に係る施設整備について、社会資本整備総
合交付金の推進施策等に基づき支援

・集中管理によるコスト削減効果等について、
モデル自治体を元に検証
・処理場の統合監視制御に資する技術資料とりまとめ

・下水道処理場におけるデータ項目等の共
通化等について業界と意見交換。

・処理場の監視制御に関する実態調査、複
数管理における課題等について整理

・水道分野における進捗状況等確認。

広域化に係る施設整備に
ついて、社会資本整備総合
交付金の重点配分項目とし
て位置づけ（H29～） 広域化の推進施策について検討

下水道広域化推進総合事業の対象に複数の地方公共団
体が共同で利用するシステムの整備を追加。（H31～）

モデル県において維持管理の
共同化等について検討し、広域
化・共同化計画策定マニュアル
に反映

令和4年度までの計画策定に向けて、検討・
策定状況についてフォローアップ

・アドバイザー制度による地域バイオマス受入の
個別案件形成、環境部局や農政部局等との意見
交換の場の創出（「下水道エネルギー拠点化コン
シェルジュ」）（継続） （資料４ p9②）
・農水省等と連携した食品廃棄物の受入検討
（資料４ p9②）

・「下水汚泥広域利活用検
討マニュアル」の策定、公表

（資料４ p9①）
・地域バイオマスの利活用
事例パンフレットの作成

・地域バイオマス受入に向け
たアドバイザー制度創設

（資料4 p9②）

・「下水汚泥エネルギー化
技術ガイドライン」の改定。

・「下水汚泥のエネルギー
化導入簡易検討ツール」
の開発・公表

これまでの実績と今後の予定

アドバイザー制度による支援
結果を踏まえた各種マニュア
ルの改定

広域的なコンセッション等の
PPP/PFIを検討するモデル
都市の支援を継続実施

（必要に応じて継続）広域的なコンセッション等のPPP/PFIを検討するモデ
ル都市の案件形成段階の調査・検討を支援（～H30）

「下水道コンセッションガイドライン」
を改正、公表（H31.3月）

（必要に応じて見直し）



重点項目Ⅲ：汚水処理システムの最適化

これまでの実績と今後の予定

（３）効果的な導入技術の開発
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平成29年度 平成30年度
平成31年度
（令和元年度）

令和2年度 令和3年度

◇B-DASH等の活用による、人口減少等社会情
勢の変化に柔軟に対応可能な水処理技術等
の開発の促進
【技術開発・実証】

・地産地消エネルギー技術の実証（唐津市）
・消化と炭化を核とした地域内循環システムの研究（FS）

過年度実証済みB-DASH技術のガイドラインフォローアップ実施（資料４ p15①）

中規模、小規模処理場向けメタン発酵技術の実証（富士市、長岡市）（資料４ p15②）

高付加価値化に向けた汚泥炭化システムの研究（FS）

DHSシステムによる省エネ型水処理技術の実証（須崎市）



重点項目Ⅳ：マネジメントサイクルの確立

（１） 維持管理情報を活用した新たなマネジメントサイクルの確立と実践

9

これまでの実績と今後の予定

平成29年度 平成30年度
平成31年度
（令和元年度）

令和2年度 令和3年度

◎モデル事業等を通じた、日常の維持管理情報
をデータベース化し下水道ストックマネジメント
計画の策定や効率的な修繕・改築に活用する、
新たなマネジメントサイクルの標準化・水平展
開
【基準化、事業実施】

◎下水道台帳や維持管理情報等のデータベー
ス化に関する中小市町村向け技術的支援の
実施（例：先進事例を踏まえたマニュアル策定
等）
【基準化、好事例の水平展開】

○マネジメントサイクルの実施により蓄積された
維持管理情報の分析、点検・診断、修繕・改築
に関するガイドラインや具体的な基準の策定、
改定（例：下水道全国データベース（G-NDB）
を活用して集約、共有した維持管理情報によ
るガイドライン・基準策定）
【基準化】

・ＩＣＴにより維持管理情報を効率的に活用する実証事業を実施（資料４ p11③、p15②）
①維持管理情報のビッグデータ解析による管路管理の効率化
②ICTを活用したデータ入力やスクリーニング等の活用
③クラウドを用いた下水道施設の効率的な管理

下水道台帳、維持管理情報の電子化、DB化の
導入状況等の現状調査

大都市と連携し、点検、調査の方法や
頻度等の現状を調査

ガイドライン作成（資料４ p11③）

きめ細やかな維持修繕基準
の設定に向け、
点検や調査のあり方を検討し、
ガイドライン（管路編）を作成
（資料４ p11①）

ガイドラインの運用、説明会
やホームページ等による

水平展開
（資料４ p11③、 p15②）

ガイドライン作成
（資料４ p11③、 p15②）

ロードマップに基づく
都市規模に応じた電子化、DB化の促進策を実施
（資料４ p11③）

ガイドラインの運用
維持修繕基準の
見直しを検討（資料４ p11①）

一定の技術水準を満たした
新技術やB-DASH技術を
整理

④AIによる汚水マンホールポンプのスマートオペレーション

導入状況を踏まえ、活用促進策を実施

電子化、DB化の
促進に向けた
ロードマップの作成
（資料４ p11③）

ガイドライン作成（資料４ p15②）

処理場、ポンプ場の施設の
点検や調査のあり方を検討し、
ガイドライン（処理場・ポンプ場
編）を作成（資料４ p11①）

地方公共団体における
導入状況を調査

電子台帳の導入手順、
導入費用等について調査

下水道管路メンテナンス年報の公表
による点検状況の見える化

令和２年度の腐食のおそれの大きい箇所での点検完了
に向け、メンテ年報の公表に加え、取組が遅れている自
治体へのヒアリング、フォローアップ（資料４ p11②）

ストックマネジメント通信簿による取組の見える化 令和２年度末までの計画策定完了に向け、
取組の見える化を推進（資料４ p11②）

引き続き、確実な点検調査
に向け、取組状況の公表を
継続

ストックマネジメントの実践
に向け、見える化を継続



（２） 人材育成、技術力維持・向上及び信頼性確保に向けた取組み

重点項目Ⅳ：マネジメントサイクルの確立

平成29年度 平成30年度
平成31年度
（令和元年度）

令和2年度 令和3年度

○下水道管路施設等の点検・診断、修繕・改築
における、品質確保、人材育成、技術力維持･
向上のための民間資格 の活用推進、信頼性
確保のための資格制度のあり方の検討
【制度構築】

○下水道管路施設の維持管理を担う企業の育
成や技術力の維持・向上を図るための仕組み
の検討整理
【制度構築】

◇下水道施設の維持管理業務において、包括
的民間委託等の官民連携を推進するための履
行監視・評価方法のマニュアル策定
【基準化】

○マネジメントサイクルの構築・発展や持続可能
な下水道経営を担う地方公共団体等の人材育
成・獲得の促進
【事業実施】

包括的民間委託における履行監視・評価ガイドラ
インを日本下水道協会の委員会での審議を経て
策定、公表

日本下水道協会と共同で調査や点検の実態に
即した下水道施設維持管理積算要領に改訂

企業の育成や技術力の維持・向上を
図る仕組みの検討、制度構築

これまでの実績と今後の予定
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国土交通大臣登録資格や更生工法の施工
管理に関する資格等の活用状況を調査

抽出された課題に応じて対応を検討
引き続き、資格等の活用状況
を調査するとともに、更生工
法の品質確保に関するアン
ケートを実施し課題を抽出

・勉強会（県別）64回
同好会（ブロック別）6回

・勉強会（県別）52回
同好会（ブロック別）6回

・ＳＭ勉強会等の開催による好事例の水平展開と
地方公共団体職員のレベルアップ。

・引き続き、勉強会等を開催。
・ＳＭ計画の策定や実施に
おける地方公共団体の
課題把握。

・引き続き、勉強会等を開催
・ＳＭ計画の策定が遅れている
自治体へのヒアリングを実施

・14回開催し、延べ817名
が参加

・16回開催し、延べ856名
が参加

引き続き左記の制度を活用
したノウハウの提供

必要に応じて制度の見直しを検討下水道経営支援アドバイザー制度を活用した研修
会等の実施による下水道経営のノウハウの普及



これまでの実績と今後の予定

（３） 民間事業者における業種間連携の促進

重点項目Ⅳ：マネジメントサイクルの確立

平成29年度 平成30年度
平成31年度
（令和元年度）

令和2年度 令和3年度

○維持管理を起点としたマネジメントサイクルの
推進のための民間事業者の業種間連携促進
（例：維持管理業者とコンサルタント会社のJV 

によるストックマネジメント計画の策定・見直し
を含めた包括的民間委託の受注等）
【その他】

11

ストックマネジメント計画
策定を含めた包括的民間
委託の先行事例となる
自治体の取組を整理

ホームページや勉強会等による水平展開包括的民間委託に
関するガイドライン
の改定（資料４ p8⑤）



重点項目Ⅳ：マネジメントサイクルの確立

これまでの実績と今後の予定

平成29年度 平成30年度
平成31年度
（令和元年度）

令和2年度 令和3年度

◇下水道の持続可能性の確保に向けた以下の
経営改善方策について、各種ガイドライン等
の策定・周知、先進的な取組み事例や経営改
善上の効果に関する情報の共有等を実施
【普及啓発、その他】

（a）公営企業会計の適用、中長期的な収支見
通しや財政計画を活用した計画的な経営

（b）PPP/PFIの促進、事業の広域化・共同化、
省エネ技術の採用等によるコスト縮減の徹
底

（c）受益者負担の原則に基づく適切な使用料
の設定（資産維持費を含む）、下水道への
接続促進、下水汚泥を活用した創エネ等に
よる収入の確保

○前述した経営改善やマネジメントサイクル等
の取組みをより一層促し、下水道の持続可能
性を高めていく観点から、下水道の公共的役
割・性格や国の役割・責務等を踏まえた財政
面での支援のあり方について整理
【制度構築、その他】

（４） 健全な下水道経営の確保

『長期収支見通しの推計モデル』等の開発・提供

推計モデルを活用したモデ
ル都市での経営改善方策の
検討・水平展開

『コンセッションガイドライン』の改定・公表（H31.3月）
（資料４ p8⑤）
『広域化・共同化計画策定マニュアル（案）｝の策定・公表
（H31.3月）

『広域化・共同化事例集』のとりまとめ・公表（H30.8月）

PPP/PFI、事業の広域化・共同化、省エネ技術の採用等によるコスト縮減
の取組みを引き続き促進
※PPP/PFI検討会によるPPP/PFIに関する事例の共有は随時実施
（資料４ p8①、②、③）

12

資産維持費の普及促進策の検討・「資産維持費算出
に当たっての留意事項(案）」の公表（H30.5月）

人口減少下の維持管理時代
の下水道経営のあり方等につ
いて整理・公表
（資料４ p12①、②、③）

・下水道の公共的役割・性格等を勘案し、交付金の支
援を未普及対策・雨水対策に重点化（H30～）

・以下を交付金の交付要件として運用
①公営企業会計の適用（H30～） （資料４ p12①）
②PPP/PFIの導入検討（H29～）
③処理場改築時の統廃合の検討（H29～）
④広域化・共同化計画の策定（H30～）

・交付金の交付対象となる施設のエネルギー効率指
標に焼却炉に関する指標を追加（H30～）

経営状況の「見える化」の推進（公共下水道について各
地方公共団体の経営指標等を類似団体区分ごとの一
覧表にして公開（H30.6月））

経営状況の「見える化」の一
層の推進（対象事業追加等）

経営状況の「見える化」資料を最新データに更新等

人口減少下の維持管理時代
の下水道経営のあり方等につ
いて整理・公表
（資料４ p12①、②、③）



重点項目Ⅴ：水インフラ輸出の促進

（１）推進体制の整備
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これまでの実績と今後の予定

平成29年度 平成30年度
平成31年度
（令和元年度）

令和2年度 令和3年度

◎日本下水道事業団の国際業務の拡充検討
（例：民間企業等と連携した海外下水道事業に
係る実現可能性調査の受託等）
【制度構築】

◇地方公共団体における国際人材育成の促進
及び下水道グローバルセンター （GCUS）を活
用した海外下水道市場に関する調査・情報提
供機能の強化
【事業実施】

◎アジア各国に共通する課題に取り組むパート
ナーシップを設立し各国の知見・経験を共有・
蓄積等の汚水管理の取組を実施
【制度構築、事業実施、普及啓発】

総会

具体的案件形成に向
けたFS調査を実施

相手国政府に対し、案件形成に向けた働きかけ

年次レポート
作成支援

年次レポート
更新

年次レポート
更新

各国の課題解決
に向けた取組

各国の課題を
明確化

四半期ごとに関係省庁で情報共有
得た情報をGCUS会員に提供

“虎の巻”のリバイス 他の地方公共団体への水平展開

Ｒ１予算要求
財務省説明

公布準備 施行

基本方針作成

・GCUS企業から国際案件に係る情報収集を実施。
・地方公共団体が実施している国際業務について情報共
有を実施

国際業務
“虎の巻”完成

国際業務ノウハウ集
“虎の巻”の作成
記載内容調整

設立準備

AWaP設立
第一回総会開催

参加国で取組方針について合意
（カンボジア、インドネシア、ミャンマー、

フィリピン、ベトナム）

設立準備
ワークショップ開催



重点項目Ⅴ：水インフラ輸出の促進

（２）国内・国外一体となった戦略

14

これまでの実績と今後の予定

平成29年度 平成30年度
平成31年度
（令和元年度）

令和2年度 令和3年度

◎現地ニーズを踏まえた本邦技術の海外実証
の実施及び現地基準等への組入れ
【事業実施】

〇海外展開した本邦技術の国内適用性に関す
る検討
【その他】 (一部再掲)

◇運営・維持管理に係る民間企業の経験強化
のための国内コンセッション等 PPP/PFI の促
進
【事業実施】（再掲）

◇地方公共団体（またはその外郭団体）と民間
企業のコンソーシアムによる運営・維持管理ノ
ウハウの共有、水平展開
【好事例の水平展開】（再掲）

実証

現地セミナー

現地基準組込

実証

現地セミナー

現地基準組込

実証

現地セミナー

現地基準組込

四半期ごとに関係省庁で情報共有
得た情報をGCUS会員に提供

“虎の巻”のリバイス 他の地方公共団体への水平展開

国内適用性に関する検討

・GCUS企業から国際案件に係る情報収集を実施。
・地方公共団体が実施している国際業務について情報共
有を実施

国際業務
“虎の巻”完成

国際業務ノウハウ集
“虎の巻”の作成
記載内容調整

実証

現地セミナー

評価

企画立案・準備

本邦企業受注状況の把握
本邦優位技術の整理

（必要に応じて継続）PPP/PFIに取り組む地方公共
団体に対し、支援するとともに、
PPP/PFI検討会等を実施
（資料４ p8①、②、③）

PPP/PFIに取り組む地方公共団体に対し、支援するとと
もに、PPP/PFI 検討会等を実施

・「下水道コンセッションガイ
ドライン」を改正、 公表
（H31.3月）（資料４ p8⑤）

（必要に応じて見直し）



重点項目Ⅴ：水インフラ輸出の促進

（３）効果的なマーケット拡大・案件形成の加速

15

これまでの実績と今後の予定

平成29年度 平成30年度
平成31年度
（令和元年度）

令和2年度 令和3年度

◇JICA 等との連携の下、案件の計画段階から
の本邦技術のスペックインの促進
【事業実施】

◎下水道と関連分野をパッケージ化した案件の
提案、事業化（例：下水道と都市開発の一体
的案件形成、下水道と浄化槽のパッケージ化
等）
【事業実施】（一部再掲）

◇地方公共団体、相手国政府・教育機関との連
携による下水道や水循環の重要性に関する啓
発活動の実施
【普及啓発】

地方公共団体や相手国政府等
と連携した啓発活動

相手国政府等
ノウハウ移転

二国間会議、トップセールス等を通じて情報収集

相手国政府に対して案件形成に向けた働きかけ

政府間会議・セミナー

具体的案件形成に向けた
FS調査を実施

相手国政府に対し、案件形成に向けた働きかけ

案件形成方策について関係機関と意見交換

ミャンマー
ベトナム
カンボジア
インドネシア

ミャンマー
カンボジア
インドネシア
ベトナム
タイ

インドネシア
ベトナム
ミャンマー
シンガポール
デンマーク
トルコ

トップセールス

ミャンマー
ベトナム

ミャンマー
スリランカ
カンボジア
ベトナム

カンボジア カンボジア
ミャンマー
タイ

インドネシア
ベトナム
ミャンマー
スリランカ

ミャンマー
プエドにお
ける市民
啓発活動

カンボジア
プノンペン
における
市民啓発
活動

ミャンマー
プエドにお
ける市民
啓発活動

カンボジア
プノンペン
における
市民啓発
活動

Ｒ１予算要求
財務省説明

公布準備 施行

基本方針作成



重点項目Ⅵ：防災・減災の推進

（１） 雨水管理総合計画の策定促進
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これまでの実績と今後の予定

平成29年度 平成30年度
平成31年度
（令和元年度）

令和2年度 令和3年度

◇地方公共団体における雨水管理総合計画の
策定促進に向けた取り組みの継続的な実施
【制度構築、好事例の水平展開、普及啓発】

◎気候変動に伴う外力増加への対応
【基準化、事業実施】

雨水管理総合計画の策定事例を収集し、HPで公表
している12団体（H30.6現在）をアメッジで掲載

都道府県単位の雨の勉強会等において、雨水管理
総合計画の策定手法・事例等を周知

雨水管理総合計画ガイド
ラインの改定・公表

新しい計画論等について検討会を通じて議論を実施 新しい計画論等を踏まえたハード・ソフト
対策の検討・実施

都道府県単位の雨の勉強会を継続実施

３カ年緊急対策による対策の実施状況のフォローアップ「防災・減災・国土強靱化のため
の３カ年緊急対策」に内水浸水の
ハード対策等を位置づけ
（資料４ p13④）

「下水道床上浸水対策事業」の創設 （H30）
「下水道浸水被害軽減総合事業」の拡充（H30）
（資料４ p13①、②）

改定ガイドラインに基づく浸水リスクの高い地域における
浸水対策の推進（資料４ p13①、②）



重点項目Ⅵ：防災・減災の推進

（２） SNS情報や防犯カメラ等を活用した雨水管理の推進
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これまでの実績と今後の予定

平成29年度 平成30年度
平成31年度
（令和元年度）

令和2年度 令和3年度

◎水位計に加え、SNS情報や防犯カメラ等を活
用した浸水情報等の収集及び収集した水位・
浸水情報を活用した、水位周知の仕組みやタ
イムライン 等の導入支援
【普及啓発、好事例の水平展開】

アメッジ等を活用した好事例の収集・公開（資料４ p13⑤）

SNS等地上の水位情報を活
用した水防活動等に関する
実現可能性調査の実施

モデル地区における検証など水位周知下水道（地下街）
の導入に向けた検討・地方公共団体との意見交換

水位周知下水道（一般）の導入に向けた
検討・地方公共団体との意見交換

水位周知下水道（地下街）の運用に
向けた地方公共団体との意見交換

水位周知下水道（一般）の運用に
向けた地方公共団体との意見交換

３カ年緊急対策による対策の実施状況のフォローアップ
（資料４ p13⑥）

水位・浸水情報等の活用を引き続き推進SNS等地上の水位情報を活用した水防活動等に関する
実現可能性調査の実施

水位周知下水道（地下街・一般）の導入に向けた検討・
地方公共団体との意見交換の実施

「防災・減災・国土強靱化のための３
カ年緊急対策」に内水浸水のソフト
対策を位置づけ（資料４ p13③）

必要に応じて好事例の収集・公開を継続



重点項目Ⅵ：防災・減災の推進

（３） まちづくりや河川、民間企業と連携した浸水対策の実施

18

これまでの実績と今後の予定
平成29年度 平成30年度

平成31年度
（令和元年度）

令和2年度 令和3年度

◇100mm/h安心プラン等、河川事業と連携した
取組みの水平展開
【好事例の水平展開】

○民間貯留浸透施設等の導入促進のため、民
間企業等による都市再開発等の情報について、
構想段階からの地方公共団体各部局横断した
情報共有の推進支援と、好事例の水平展開
【好事例の水平展開】

○コンパクトシティやグリーンインフラの推進等、
まちづくりと連携した効率的な浸水対策の実施
支援
【事業実施】

◎民間貯留浸透施設等を活用した効率的な浸
水対策の手法整理と試行
【制度構築】

◎雨天時浸入水対策に関する具体的方策のと
りまとめと実施支援
【制度構築・基準化】

雨の勉強会等を通じたPRの実施

モデル都市において、まちづくり部局・下水道部局との
意見交換を行い、開発情報等の共有に関する検討を実施

好事例の分析・事例の公表

好事例の分析・事例の公表

インセンティブの具現化に向けた検討

雨天時浸入水対策に関する対策手法等の検討
ガイドラインに基づく対策に関する実施の支援・好事例の共有

雨天時浸入水対策に関する
ガイドライン策定

「事業間連携下水道事業」
の創設 （H30）（資料４ p13③）

モデル都市における事例検討の実施

民間貯留浸透施設等の導入インセンティブに関するヒアリングの実施と、好事例の収集・分析

河川部局等と効果的に連携できる仕組みについて関係部局等と検討を実施（資料４ p13③）
関係部局と効果的に連携で
きる仕組みを構築し連携施策
を推進（資料４ p13③）



重点項目Ⅵ：防災・減災の推進

（４）効果的な地震対策の推進
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平成29年度 平成30年度
平成31年度
（令和元年度）

令和2年度 令和3年度

◇耐震化、対津波化の推進支援
【事業実施】

◇B-DASH等の活用による安価かつ省エネル
ギーで、平常時でも使用でき、迅速な災害復旧
にも活用可能な処理技術等の開発促進【技術
開発・実証】

◇地方公共団体と連携し、マンホールトイレの
認知度向上に向けた国民への情報発信、防災
関係部局等への関連情報の発信【普及啓発】

これまでの実績と今後の予定

・熊本地震や東日本大震災を踏まえた動画等による
マンホールトイレ利用のＰＲを実施（資料４ p18④）

・イベント等におけるマンホールトイレ利用の広報を
新たに墨田区、東松島市、堺市で開始

要因分析を踏まえた国民及び防災関係
部局等への効果的な情報発信

中小市町村で導入が進んで
いないことを踏まえ、要因分
析のためのアンケートを実施

災害時に移設可能な水処理技術について、開発テーマ化の検討（資料４ p15②）

DHSシステムによる省エネ型水処理技術の実証

下水道総合地震対策事
業の期間延伸

3か年緊急対策後の耐震対策の促進策の検討

3か年緊急対策による対策の実施状況
のフォローアップ（資料４ p14①、②）

促進施策に基づき、集中的な
耐震対策の支援を実施

「防災・減災、国土強靭化の
ための3か年緊急対策」に地
震対策を位置付け

下水道総合地震対策事業の補助
対象に重要物流道路に埋設され
た管渠等を追加（H31～）



重点項目Ⅵ：防災・減災の推進

これまでの実績と今後の予定

（５）その他の災害対応
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平成29年度 平成30年度
平成31年度
（令和元年度）

令和2年度 令和3年度

◇甚大な被害が予想されるその他の災害（噴火
等）についての対応方針のとりまとめ、提示
【その他】

内閣府における「大規模噴火時の広域降灰対策検討ワーキ
ンググループ」の検討状況を踏まえ、被害想定、対応方針等につ
いて検討・とりまとめ

富士山をモデルとした火
山噴火時の被害想定に
ついて検討

関係地方公共団体において必要
に応じて下水道BCP等への反映



重点項目Ⅵ：防災・減災の推進

これまでの実績と今後の予定

（６）防災・減災、3か年緊急対策による集中的な事業実施
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平成29年度 平成30年度
平成31年度
（令和元年度）

令和2年度 令和3年度

◎集中的なハード対策（内水浸水対策、耐水化、
耐震対策、電力供給停止時の操作確保対策）
の実施【事業実施】

◎想定最大規模の内水ハザードマップ等の作
成【事業実施】

◎下水道BCPの強化【事業実施】

3か年緊急対策
のとりまとめ

3か年緊急対策後の各ハード対策の促進策の検討
促進策に基づき集中的なハード対
策の支援を実施

下水道BCP策定マニュ
アルの改訂

平成30年の一連の災害を踏ま
え、下水道BCP策定マニュアル
の改訂（資料４ p13④、p14②）

改訂マニュアルに基づくBCPの
ブラッシュアップを完了

BCPに基づく訓練等を通じた下
水道BCPのブラッシュアップの
推進

改訂マニュアルに基づ
くフォローアップ

3か年緊急対策による対策の実施状況のフォ
ローアップ（資料４ p13④、p14①、②）

３カ年緊急対策による対策の実施状況のフォローアップ
（資料４ p13⑥）

3か年緊急対策
のとりまとめ

赤字：令和元年６月第２回フォローアップ会合にて、新たに追加した項目



重点項目Ⅶ：ニーズに適合した下水道産業の育成

これまでの実績と今後の予定

（１）民間企業の下水道事業における運営ノウハウの蓄積

22

平成29年度 平成30年度
平成31年度
（令和元年度）

令和2年度 令和3年度

○下水道産業の実態調査、現在の下水道産業の特
徴・課題に関する詳細分析の実施【その他】

◇下水道施設等について民間企業の事業参画判断に
資する情報提供のあり方の整理【制度構築】

◎PPP/PFIの促進による、民間企業の下水道事業（資
源・エネルギー利用も含む）運営機会の創出を通じた、
海外市場においても競争力を持つ企業の育成（例：設
計・施工から事業運営までの各業種間の連携促進、
一連の業務を総合的にマネジメントできる企業の育成、
浄化槽、廃棄物処理業等他インフラ間の連携促進
等） 【その他】

下水道法に基づく事業計画を一元的に公表

（必要に応じて継続）PPP/PFIに取り組む地方公共団体に対し、支援
するとともに、PPP/PFI 検討会等を実施

PPP/PFIに取り組む地方公共
団体に対し、支援するとともに、
PPP/PFI 検討会等を実施
（資料４ p8①、②、③）

「下水道コンセッション
ガイドライン」を改正、
公表（H31.3月）
（資料４ p8⑤）

「下水道コンセッション
ガイドライン」を改正、
公表（H31.3月）
（資料４ p8⑤）

（必要に応じて見直し）

下水道分野の民間企業の実態整理 下水道産業の特徴・課題の整理

（必要に応じて見直し）



重点項目Ⅶ：ニーズに適合した下水道産業の育成

これまでの実績と今後の予定

平成29年度 平成30年度
平成31年度
（令和元年度）

令和2年度 令和3年度

○民間企業が適切な利益を得ることができるPPP/PFI

スキームの検討及び提案（例：共同発注による事業
規模の拡大、資源利用等地域の特色を活かして収益
を生む事業の拡大等）【制度構築】

○B-DASH等の活用による、ICTやロボット技術等労働
生産性向上に資する技術開発やBIM/CIM導入の促
進

○技術力を有する地域企業が、包括的民間委託・コン
セッション等を受託する事業体に参画しやすいスキー
ムの検討・提案（地域貢献を積極的に評価する仕組
みの提案等）【制度構築】

（２）持続的な下水道サービスを支える技術者等人材の確保・育成

23

「下水道コンセッション
ガイドライン」を改正、
公表（H31.3月）
（資料４ p8⑤）

「下水道コンセッション
ガイドライン」を改正、
公表（H31.3月）
（資料４ p8⑤）

（必要に応じて見直し）

（必要に応じて見直し）包括的民間委託に関する
ガイドラインの改定
（資料４ p8④）

・ICTやクラウドを活用した管路、処理施設管理システムの実証（資料４ p15②）
・AI活用型水処理運転操作のFS調査（資料４ p15②）

・ICT、AIを活用した高度処理技術の実証（資料４ p15②）
・ICT活用型マンホールポンプ管理技術の実証（資料４ p15②）
・ICT、AIによる管路異常検知システムの実証（資料４ p15②）

導入ガイドライン（下水道編＜処理場・
ポンプ場＞）や活用事例集の作成、公
表（R1.5月）（資料４ p15③）

・地方公共団体での試行導入に向け、
説明会の開催など技術的な支援を実施）（資料４ p15③）

・アンケート調査による
普及促進に向けた課題や対応策の整理）（資料４ p15③）

・下水道管路への拡充検討）（資料４ p15③）

・試行導入の結果を踏まえた
ガイドラインのブラッシュアップ

（資料４ p15③）

赤字：令和元年６月第２回フォローアップ会合にて、新たに追加した項目



平成29年度 平成30年度
平成31年度
（令和元年度）

令和2年度 令和3年度

○下水道事業に係る技術的ノウハウを有す
る企業が不足する地域における企業育成
のあり方について整理【その他】

○研修等を通じた、経営・技術の両面から必
要な人材育成の促進【その他】

○学生等に対して下水道事業の魅力を伝え
る広報活動の推進【普及啓発】

重点項目Ⅶ：ニーズに適合した下水道産業の育成

これまでの実績と今後の予定

（２）持続的な下水道サービスを支える技術者等人材の確保・育成

ストックマネジメントに係る自治体職員向け研修の支援 必要に応じて自治体職員向け研修を継続

GKPと連携し、学生等に向けた
下水道広報の展開を拡大

日本下水道協会等のリクルート企画に国土交通省として参画

アセットマネジメントに係る
自治体職員向け研修の支援

必要に応じてリクルート企画に国土交通省
として引き続き参画（資料４ p18⑤）

24

GKP未来会において、高専や大学の授業の
一環として、施設見学会や業務説明会を開催

下水道分野の民間企業の
地域性の整理

地域性を踏まえた企業
育成のあり方整理

下水道分野の民間企業の
実態整理



重点項目Ⅷ：国民への発信

（１） 国、地方公共団体、民間企業の役割分担と連携による戦略的広報の実施

これまでの実績と今後の予定

平成29年度 平成30年度
平成31年度
（令和元年度）

令和2年度 令和3年度

◇全国統一的なコンセプトのもと広報企画を立
案するとともに、地方公共団体等が使いやす
い広報ツールを作成
【普及啓発】

◇下水道広報プラットフォーム（GKP）を
核とした産学官が連携した広報活動の推進
【普及啓発】

マンホールカードを活用した下水道広報の展開
（H30.12時点で、マンホールカード第９弾まで発行）

GKPを核とした広報活動を推進

マンホールカードの活用による広報のさらなる横展開（資料４ p18①）

必要に応じて、伝えたい相手・対象に
応じた広報ツールの活用・検討

GKPを核とした新規企画を立案・実施するとともに、
多種イベントにおいて一般向けの広報を引き続き実施
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「国土交通大臣賞（循環のみち下水道賞）」による
表彰を行い、社会に貢献した好事例を広く発信



重点項目Ⅷ：国民への発信

（２） 国民へ下水道の価値が伝わりやすい情報の発信

これまでの実績と今後の予定

平成29年度 平成30年度
平成31年度
（令和元年度）

令和2年度 令和3年度

○発信する対象に応じた関心事等の分析とこれ
を踏まえた広報内容やコンテンツの充実
【普及啓発、好事例の水平展開】

◇普段使い、体験・参加型等の下水道を
見える化、見せる化する広報の促進
【普及啓発】

◇異分野とのコラボレーション（例：「BISTRO下
水道：農業×下水道」）による下水道の露出拡
大の促進
【普及啓発】

◇「じゅんかん育ち」など下水道を親しみやすい
ものとする名称、ツールの開発、普及
【普及啓発】

○キーパーソン（小中学校の先生、観光事業者、
著名人等）を通じた下水道の価値の発信・伝
播の促進
【普及啓発】

小学生向けの浸水対策パンフレットを作成
（キャプテン・ゲスイの冒険 救えゴーウ王国）
（資料４ p18②）

イベント等におけるマンホールトイレ利用の
広報を新たに墨田区、東松島市、堺市で開始
（資料４ p18③）

BISTRO下水道の全国的なPRを推進

「じゅんかん育ち」や「水の天使」による
下水道の情報発信を実施

条

実施する広報の対象となる施策に精通した人材の発掘

新たな広報コンテンツの充実に向けた企画・提案（資料４ p18④）

BISTRO下水道に関する
新たなパンフレットの発刊

必要に応じて新たな広報コンテンツの充実に向けた企画・提案（資料４ p18④）
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・下水道の日関連の広報活動を収集し、共有
・下水道展でのブース出展による広報活動

国民の関心や理解の度合い、
使用料に対する意識等につ
いてモニター調査を実施

調査結果を踏まえ、広報の
あり方及び課題を共有

国民へのマンホールトイレの効果的な情報発信

BISTROセミナーを実施

異分野技術の下水道への適用に向けた検討



重点項目Ⅷ：国民への発信

（３） 教育課程における下水道への関心の醸成、リクルート力の強化

これまでの実績と今後の予定

平成29年度 平成30年度
平成31年度
（令和元年度）

令和2年度 令和3年度

◇学校関係者との連携による、小学校～大学
の各教育カリキュラムにおける下水道関連授
業等の企画の促進
【普及啓発、好事例の水平展開】（一部再掲）

日本下水道協会等のリクルート
企画に国土交通省として参画

必要に応じて、各種団体が主催のリクルート企画に
国土交通省として引き続き参画（資料４ p18⑤）
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GKPと連携し、学生等に向けた
下水道広報の展開を拡大

GKP未来会において、高専や大学の授業の
一環として、施設見学会や業務説明会を開催

日本下水道協会等を通じて、
学校関係者との連携を構築

学校関係者との連携により下水
道関連事業等の企画を促進



重点項目Ⅷ：国民への発信

これまでの実績と今後の予定

平成29年度 平成30年度
平成31年度
（令和元年度）

令和2年度 令和3年度

◎行政モニター制度等を活用した広報効果等の
評価及びPDCAサイクルを通じた広報活動の
レベルアップ
【その他、好事例の水平展開】（一部再掲）

○SNS等の双方向コミュニケーションツールや
動画を活用した広報の推進
【普及啓発】

◎広報担当者会議（仮称）を通じた情報の共有
化と優良事例の横展開の推進
【好事例の水平展開】

（４） 広報効果を評価・把握し、広報活動のレベルアップへ活用

関東地域、九州地域の担当者を中心とした広報担
当者会議を実施

Ｔｗｉｔｔｅｒ等のコミュニケーションツールの活用による反響
を踏まえ、より効果的な広報を展開（資料４ p18⑥）

広報担当者会議を踏まえ、下
水道使用料の値上げや下水
道工事の実施の際に必要な
広報のあり方について検討

Ｔｗｉｔｔｅｒによる若年層向きの広報を推進（資料４ p18⑥）

必要に応じて、事例の収集と優良事例の共有を行う
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国民の関心や理解の度
合い、使用料に対する意
識等について、H29.12に
モニター調査を実施。回
答者数は、計917名

広報担当者会議におい
て、モニター調査の結
果を踏まえた広報のあ
り方及び課題を共有

熊本地震や東日本大震災を踏まえたマン
ホールトイレ利用のＰＲを実施。マンホールト
イレの動画は再生数は３年間で約30,000回
（資料４ p18④）

国民の関心や理解の度合い、
使用料に対する意識等につ
いてモニター調査を実施

調査結果を踏まえ、広報の
あり方及び課題を共有


